
　(総　則)

第 1 条

　(業務の予定量)

第 2 条

(1) 7 市 4 町

(4)

大容量送水管整備事業 1,156,557千円

　(収益的収入及び支出)

第 3 条

第 1 款 6,143,240千円

第 1 項 5,839,223千円

第 2 項 304,017千円

第 1 款 5,538,990千円

第 1 項 5,269,460千円

第 2 項 240,592千円

第 3 項 13,938千円

第 4 項 15,000千円

特 別 損 失

令 和 4 年 度 岐 阜 県 水 道 事 業 会 計 予 算

令和 4 年度岐阜県水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

業務の予定量は、次のとおりとする。

給 水 団 体 数

(2) 年 間 総 給 水 量 56,413,000
3

ｍ

営 業 外 収 益

(3) 一 日 平 均 給 水 量 154,556
3

ｍ

支 出

水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

主要な建設改良事業

収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収 入

水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

予 備 費



　(資本的収入及び支出)

第 4 条

第 1 款 1,419,554千円

第 1 項 170,078千円

第 2 項 375,234千円

第 3 項 11,490千円

第 4 項 862,752千円

第 1 款 4,945,651千円

第 1 項 4,359,348千円

第 2 項 584,303千円

第 3 項 2,000千円

　(債務負担行為)

第 5 条

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

工 事 負 担 金

出 資 金

資 本 的 支 出

支 出

事　　　　　　　　　　　　　　項 期　　　　　間

資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める(資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額3,526,097千円

は、過年度分損益勘定留保資金3,176,334千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額349,763千円で補てんす

るものとする｡)｡

収 入

資 本 的 収 入

建 設 改 良 費

企 業 債 償 還 金

予 備 費

大容量送水管整備事業東濃第６幹線（第７工区） 743,000千円

管路工事

大容量送水管整備事業東濃第８幹線（第１工区） 186,000千円

管路工事

他 会 計 補 助 金

補 償 金

限　　　　　　　 度　　　　　　　 額

債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。



令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から

令和 5 年度まで

令和 4 年度から水道施設維持管理工事 15,000千円

大容量送水管整備事業坂本支線（第２工区）管路 70,000千円

工事

中津川浄水場撹拌機更新工事 253,000千円

肥田緊急時増圧ポンプ場建設工事

千旦林給水地点増設工事 34,000千円

大容量送水管整備事業可茂右岸第１幹線（第１工 420,000千円

区）管路工事

258,000千円

67,000千円東濃下流側送水管（第１工区）更新工事

川合浄水場３号及び４号取水ポンプ盤更新工事

山之上浄水場濃縮槽増設工事 275,000千円

99,000千円



令和 5 年度まで

　(一時借入金)

第 6 条

　(議会の議決を経なければ流用することのできない経費)

第 7 条

    職員給与費 499,865千円

　(他会計からの補助金)

第 8 条

第 9 条

次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の

一時借入金の限度額は、327,000千円と定める。

たな卸資産の購入限度額は、93,280千円と定める。

金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

児童手当及び建設改良費の一部に充当するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、368,390千円とする。

　(たな卸資産購入限度額)



第 1 表

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

岐 阜 県 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

令和 4 年度岐阜県水道事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

(収 入)

6,143,240

(単位　千円)

1 営 業 収 益 5,839,223

1 水 道 事 業 収 益

1 給 水 収 益 5,826,698

2 受 託 工 事 収 益 12,525

304,017

1 受取利息及び配当金 3,508

2 営 業 外 収 益

2 他 会 計 補 助 金 2,774

39,2074 雑 収 益

258,5283 長 期 前 受 金 戻 入



13,938特 別 損 失3

特 別 損 失 13,9381

15,000

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

(支 出)

5,538,990

1 営 業 費 用 5,269,460

1 水 道 事 業 費 用

受 託 工 事 費 12,525

1 原 水 及 び 浄 水 費

3 総 係 費

2,864,889

2

115,085

4 減 価 償 却 費 2,161,267

240,592

5 資 産 減 耗 費

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

115,694

2 営 業 外 費 用

98,592

2
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

142,000

15,0004 予 備 費

1 予 備 費



170,078

375,234

11,490

170,078

1 出 資 金

1

1

他 会 計 補 助 金

工 事 負 担 金

1

2

3

他 会 計 補 助 金

出 資 金

工 事 負 担 金

(単位　千円)

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

1 資 本 的 収 入

1 補 償 金

資 本 的 収 入 及 び 支 出

(収 入)

1,419,554

375,234

11,490

4 補 償 金

862,752

862,752



(支 出)

款 項 目 予　　定　　額 備　　　　　　　　　　　考

1 資 本 的 支 出

1 建 設 改 良 費

1 施 設 改 良 費

4,945,651

4,359,348

4,316,440

2 固 定 資 産 購 入 費 42,908

企 業 債 償 還 金 584,303

2 企 業 債 償 還 金

3 予 備 費

584,303

1

2,000

1 予 備 費 2,000



第 2 表

（単位　円）

1

2

3

　令和 4 年度岐阜県水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和 4 年 4 月 1 日から令和 5 年 3 月31日まで）

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

当 年 度 純 利 益 461,933,000

減 価 償 却 費 2,161,267,000

資 産 減 耗 費 35,944,000

引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 113,969,000

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 258,528,000

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 3,508,000

支 払 利 息 98,592,000

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 14,346,750

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） △ 30,709,916

小 計 2,365,367,834

利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 3,508,000

利 息 の 支 払 額 △ 98,592,000

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 2,270,283,834

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 3,976,429,000

他 会 計 補 助 金 等 に よ る 収 入 1,248,432,000

△ 2,727,997,000投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

△ 584,303,000

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出



4

5

6

他 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入 170,078,000

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー △ 414,225,000

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ） △ 871,938,166

資 金 期 首 残 高 14,896,386,055

資 金 期 末 残 高 14,024,447,889



第 5 表

（単位　円）

1

(1)

イ 2,226,198,260

ロ 4,929,971,841

2,913,752,612 2,016,219,229

ハ 46,575,386,988

24,213,336,926 22,362,050,062

ニ 22,643,692,719

14,870,701,795 7,772,990,924

ホ 28,742,343

24,479,939 4,262,404

ヘ 362,694,975

287,635,511 75,059,464

ト 10,087,477,440

(2)

イ 6,726,461,875

ロ 342,000

ハ 347,460

51,271,409,118

2

(1)

流 動 資 産

現 金 預 金 14,024,447,889

固 定 資 産 合 計

施 設 利 用 権

無 形 固 定 資 産 合 計 6,727,151,335

ダ ム 使 用 権

電 話 加 入 権

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計 44,544,257,783

無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

車 両 及 び 運 搬 具

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

令和 4 年度岐阜県水道事業予定貸借対照表

（令 和  5  年  3  月 31 日）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産



(2)

(3)

(4)

イ 1,000,000

14,832,391,756

66,103,800,874

3

(1)

イ

3,578,861,279

(2)

イ 389,681,793

ロ 2,677,248,882

6,645,791,954

4

(1)

イ

559,815,326

(2)

(3)

イ 38,699,000

ロ 110,098,000

3,066,930,675

負　　　債　　　の　　　部

企 業 債 合 計 3,578,861,279

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 引 当 金

引 当 金 合 計

引 当 金

企 業 債 合 計

賞 与 引 当 金

そ の 他 引 当 金

引 当 金

559,815,326

未 払 金 387,226,249

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

企 業 債

流 動 負 債

固 定 負 債 合 計

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

保 管 有 価 証 券

建設改良費等の財源に

充 て る た め の 企 業 債

79,827,701

資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産 合 計 1,000,000

流 動 資 産 合 計

固 定 負 債

企 業 債

未 収 金 727,116,166



(4)

イ 1,000,000

1,096,838,575

5

9,054,246,718

16,796,877,247

6 47,742,990,134

7

(1)

イ 4,392,150

ロ 348,154,343

(2)

イ 1,211,387,000

1,563,933,493

49,306,923,627

66,103,800,874

そ の 他 流 動 負 債

引 当 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

利 益 剰 余 金

当年度未処分利益剰余金

利 益 剰 余 金 合 計 1,211,387,000

受 贈 財 産 評 価 額

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 352,546,493

資　　　本　　　の　　　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

長 期 前 受 金 13,575,461,797

収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益

4,521,215,079

流 動 負 債 合 計

預 り 有 価 証 券

そ の 他 流 動 負 債 合 計 1,000,000

148,797,000



Ⅰ　重要な会計方針に関する事項

平成26年度から、改定後の地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

1　たな卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品

　・評価基準及び評価方法 先入先出法による原価法とする。

2　固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・耐用年数 地方公営企業法施行規則（昭和27年総理府令第73号）別表第 2 号に基づく。

(2) 無形固定資産

　・減価償却の方法 定額法による。

　・耐用年数 地方公営企業法施行規則別表第 3 号に基づく。

3　引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

　職員の退職手当の支給に備えるため、当年度末における退職手当の要支給額に相当する金額のうち、水道事業会計の負担分を計上している。

(2) 賞与引当金

　職員の期末手当、勤勉手当及びそれらに係る法定福利費の支給に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

　会計基準改定前に計上してあった修繕引当金を計上している。

4　消費税及び地方消費税の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理については、税抜方式としている。

Ⅱ　予定キャッシュ・フロー計算書等に関する事項

(3) その他引当金

注記事項



特に注記事項はなし。

Ⅲ　予定貸借対照表等に関する事項

特に注記事項はなし。

Ⅳ　セグメント情報の開示

当会計は、水道事業のみを業務活動としていることから、１つの報告セグメントとしている。

Ⅴ　その他の注記

1　新会計基準移行に係る経過措置

　修繕引当金に関する経過措置

　　平成26年 3 月31日以前に引き当てられたものについては、引き続き従前の例により取り崩すこととする。

2　引当金の取崩し

(1) 退職給付引当金の取崩し

当事業年度において、退職手当として20,449千円を支給するため、退職給付引当金20,449千円を使用する。

(2) 賞与引当金の取崩し

当事業年度において、期末手当、勤勉手当及びこれらに係る法定福利費として116,182千円を支給するため、賞与引当金38,797千円を使用する。

(3) その他引当金の取崩し

当事業年度において、施設に係る修繕費用として110,098千円を支払うため、その他引当金110,098千円を使用する。


